
【科１】 

 

科学技術国際活動の推進事務費 

 

１．創設年度：平成２３年度 

 

２．令和３年度予算額：１．３億円 

 

３．事業概要 
 

科学技術協力協定に基づく合同委員会や国際機関での会合等における二国間、他国間

での意見交換や発表、専門的な議論を行うための専門家の派遣・招へいを行う。 

＜直接実施＞ 

 

４．選定理由：オ（その他公開の場で外部の視点による点検を行うことが有効と判断され

るもの） 
 

本事業は、科学技術に関する協力・交流関係構築の基盤となる意見交換や協議を行う

ための事業であり、長期的に実施してきている。これまでの成果や取組状況を踏まえ、

より効果的な事業の実施方法や成果の検証方法等について検討を行う必要があるため。 

 

５．想定される論点 
 

○事業成果の検証 

 本事業の国際会議等への専門家等の派遣・招へいを通じて、 

・会議の場での我が国の発言や発表を行うことで我が国のプレゼンスを高める 

・研究者や行政官等の交流を促進することで、優秀な研究者の育成・確保に資するこ

と等に十分な成果が上げられているか。 

○事業の成果検証のためにアウトカム、アウトプットは適切に設定されているか 

 

※ 成果指標（令和２年度） 

・当該事業の招へいに伴い、外国人専門家が参加した我が国の会議等数 

・当該事業の派遣による日本人専門家が参加した会議数等 

・当該事業により我が国代表者が海外で発表を実施した数 
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科学技術国際活動の推進事務費科学技術国際活動の推進事務費

【事業の目的・目標】
科学技術協力協定に基づく合同委員会や国際機関での会合等における二国間、多国間での意見交換や発表、専門的な議論
を行うための専門家の派遣・招へいを行う。

【活動実績】
○国際会合への専門家等派遣人数： 167名（令和元年度） 140名（平成30年度）146名（平成29年度）
○我が国における研究者の招へい人数： 1名（令和元年度） 15名（平成30年度） 12名（平成29年度）

令和３年度予算額 134百万円
（令和２年度予算額 144百万円）

第1回日・セルビア科学技術協力合同委員会
（ 2020/01/31）

OECD/GSF 2nd Workshop for Transdisciplinary Research
（ 2019/12/04-06）

【専門家の派遣・招へいの事例】

第7回日・スウェーデン
科学技術協力合同委員会

（ 2018/08/30）

第23回日・独科学技術協力合同委員会
（ 2019/02/06）
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令和３年度事業番号 0198

科学技術・
学術政策局

政策

7

施策 ※令和２年度事前分析表より転記

7-2

施策の概要

達成目標１

達成目標２

事業 ※令和２年度レビューシートより転記

事業名

事業の目的

事業概要

定量的な
成果目標

成果指標

定量的な
成果目標

成果指標

定量的な
成果目標

成果指標

理由

（１）

（２）

（３）

本事業の成
果と上位施策

との関係

本事業は国際会議等への専門家等の派遣・招へいを通じて、会議の場での我が国の発言や発表を行うことで我が国のプレゼンスを高める
とともに、研究者や行政官等の交流を促進することで、施策目標7-2の目標1「研究者交流等を通じて、優秀な研究者を育成・確保」に資す
る。また、本事業の活動指標である「派遣された研究者数」及び「招へいされた研究者数」のうち一部は、政策評価における上記指標の内数
であるため、本事業の成果が政策目標達成に寄与している。

外国人専門家等招へい人数

果目標が設定

アウトプット

国際会合等への専門家・行政職員等派遣人数

アウトカム

当該事業の招へいに伴い、外国人専門家が参加した我が国の会議等数を昨年度以上に維持する

当該事業により我が国代表者が海外で発表を実施した会議数を昨年度以上に維持する

当該事業により我が国代表者が海外で発表を実施した数

政策・施策・事業整理票

イノベーション創出に向けたシステム改革

当該事業の招へいに伴い、外国人専門家が参加した我が国の会議等数

科学技術国際活動の推進事務費 

政府間会合等を通じ、科学技術外交の戦略的推進による重層的な協力関係の構築に貢献する。

科学技術協力協定に基づく合同委員会や国際機関での会合等における二国間、他国間での意見交換や発表、専門的な議論を行うための
専門家の派遣・招へいを行う。

①

達成目標のうち、当該事業が具体的にどの達成目標にあたるのか分かるよう、該当部分を灰色に塗りつぶす。

 科学技術の国際活動の戦略的推進

国際的な人材・研究ネットワークの強化、戦略的な国際共同研究や交流の推進等に取り組むとともに、関係府省等との有機的な連携を図
り、科学技術のための外交を推進することにより、我が国の科学技術水準の一層の向上を図る。

国際的な頭脳循環に対応するため、研究者交流等を通じて、優秀な研究者を育成・確保するとともに、国際的な研究ネットワークを構築す
る。

先進国から途上国まで途切れずに、相手国・地域に応じた多様で重層的な協力関係の構築を推進する。

施策の達成目標と当該事業の目的・事業概要の関連を整理し、また当該事業の成果と上位施策との関係を明確にする。

当該事業の目的・概要・アウトカム・アウトプットのうち、どこが特に関連しているか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

②

当該事業の派遣による、日本人専門家が参加した会議等数を昨年度以上にする

当該事業の派遣による日本人専門家が参加した会議等数

③

施策目標

政策目標

概要
オープンイノベーションを推進する仕組みを強化するとともに、社会との多様なステークホルダーとの共創を通じて、イノベーション創出を促すシステム構築
を図る。

施策の概要及び達成目標のどこを達成しようとしているのか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。
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（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

68% 74% 73%

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

144.5

実施方法

平成29年度

科学技術国際活動の推進事務費 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 科学技術・学術戦略官（国際担当）付
科学技術・学術戦略官（国
際担当）　有賀　理

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

科学技術協力協定に基づく合同委員会や国際機関での会合等における二国間、他国間での意見交換や発表、専門的な議論を行うための専門家の派遣・招
へいを行う。

- -

159.5

- -

-

-補正予算

予備費等

当初予算 144.4

--

108.4

平成23年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

政府間会合等を通じ、科学技術外交の戦略的推進による重層的な協力関係の構築に貢献する。

前年度から繰越し - -

令和2年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

159.5 144.5 144.4 144.1 144.1

106.4 105.9

執行率（％） 68% 74% 73%

第5期科学技術基本計画（平成28年1月閣議決定）

-

144.1 144.1

関係する
計画、通知等

科学技術・イノベーション

2年度当初予算

54.9

39

16.4

15.5在外研究員旅費

外国人招へい旅費

その他

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

3年度要求

16.4

15.4

7.2

事業番号 0183

7.2

11.1

144.1 144.1

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

委員等旅費

職員旅費

非常勤職員手当

54.9

39

11.2
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79 
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根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省調べ

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省調べ

チェック

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

- -

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

- -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省調べ

＜国際会合等への専門家・行政職員等派遣＞
（委員等旅費（外国分）＋在外研究員旅費＋職員旅費

（外国分）（各年度執行実績））
／国際会合等への専門家・行政職員等派遣人数（各年

度実績）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

人

百万

活動指標

計算式 百万円/人

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

12 15 1

157 146 139

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

百万

活動実績 人

当初見込み 人

30年度 令和元年度

146 139 167

百万円/人 -

％

外国人専門家等招へい人数

当該事業により我が国代表
者が海外で発表を実施した
会議数を昨年度以上に維
持する

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

0.2

達成度 ％

平成29年度

人

5.4/15

0.5 0.6 0.5 -

計算式

国際会合等への専門家・行政職員等派遣人数

-

2年度活動見込

0.4 0.4

78.4/146

回

当該事業の招へいに伴い、
外国人専門家が参加した
我が国の会議等数を昨年
度以上に維持する

定量的な成果目標

％

回

当該事業の招へいに伴い、
外国人専門家が参加した
我が国の会議等数

目標値

成果指標 30年度

当該事業により我が国代表
者が海外で発表を実施した
数

成果実績

回

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

-

単位

＜外国人専門家等招へい＞
（外国人招聘旅費＋招聘外国人滞在費（各年度執行実

績））
／外国人専門家等招へい人数（各年度実績）

単位当たり
コスト

令和元年度
中間目標

84.1

単位 平成29年度

30年度 令和元年度

単位当たり
コスト

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

回
成果目標及び
成果実績
（アウトカム） 回

当該事業の派遣による、日
本人専門家が参加した会
議等数を昨年度以上にする

当該事業の派遣による日
本人専門家が参加した会
議等数

成果実績 回

目標値

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

14 12 15

5/12

30年度

0.2/1

目標最終年度

30 44 37 - -

年度

-

-

-

131.3 87.3 96.4 - -

78.1/139

55

80.8/167

-

2年度活動見込

年度

44 37 - -

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

66.7 150

2

3 1

3

33.3 -

-

-

達成度

2

-

3

年度 年度-

- 年度

-

平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

63 55 53 - -

48 63 -

-

-146.7

平成29年度

-

平成29年度

調査中
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政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

－

5,240

目標最終年度

目標年度

- 年度 2

- -- -

-

-

目標値

中間目標計画開始時
元年度 2年度

単位 平成29年度 30年度

-

-

年度

- -

目標値 人

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

令和元年度
中間目標

30年度 令和元年度

-

-

-

-

年度 年度

-

-

-

13,027 13,172 - - -

目標値 人 -

本実績値

-

定量的指標
年度

-

本 -

14,316

29,047

国際共著論文数
※令和元年の実績値は調査予定

- -

取組
事項

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は国際会議等への専門家等の派遣・招へいを通じて、会議の場での我が国の発言や発表を行うことで我が国のプレゼンスを高めるとともに、研
究者や行政官等の交流を促進することで、施策目標7-2の目標1「研究者交流等を通じて、優秀な研究者を育成・確保」に資する。また、本事業の活動
指標である「派遣された研究者数」及び「招へいされた研究者数」のうち一部は、政策評価における上記指標の内数であるため、本事業の成果が政策
目標達成に寄与している。

-

- 2
定量的指標

4,291

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

中間目標 目標年度
平成29年度

実績値 人 4,318

単位

27,305

目標年度

- 年度 2 年度

中間目標

29,047 - -

目標値

海外への研究者の派遣者数（中長期）
※令和元年度の実績値は調査予定

- -

海外からの研究者の受入れ者数（中長期）
※令和元年度の実績値は調査予定

実績値 人

施策 7-2 科学技術の国際活動の戦略的推進

政策 7　イノベーション創出に向けたシステム改革

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

測
定
指
標

-

-

達成度 ％ -

K
P
I

(
第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

元年度 2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
9
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-

○

-

本事業は、政府間会合等を通じ、科学技術外交の戦略的推
進による重層的な協力関係を構築することを目的とするニー
ズの高い事業であり、国が実施すべきである。

○

評　価項　　目

本事業は、政府間会合等を通じ、科学技術外交の戦略的推
進による重層的な協力関係を構築することを目的とするニー
ズの高い事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

政府間会合等を通じて、科学技術外交の戦略的推進による
重層的な協力関係を構築し、我が国の科学技術政策の基礎
として活用している。また、専門家等を国際会議等に派遣し、
国外の知見も得ることで、我が国の政策に還元している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

言語や文化の異なる諸外国と良好な協力関係を築くために
は、直接交流し、対話することが有用であることから、実効性
の高い手段であり、本事業のコストと成果を鑑みても十分に
低コストで実現できていると言える。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

科学技術外交の戦略的推進による重層的な協力関係を構築
するために、国際会議等へ我が国の専門家を派遣したり、海
外からの優秀な有識者を招へいすることは政策目的の達成
手段として有用である。

外国旅費の執行にあたって、航空賃の見積りを複数社から取
得する等、コスト削減に努めている。
また、資金は、海外派遣や招へい及びそれに付随するもの
等、科学技術の国際活動を推進するために必要な事務的経
費に限定されている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

外国旅費の執行にあたって、航空賃の見積りを複数社から取
得する等、コスト削減に努めている。

言語や文化の異なる諸外国と良好な協力関係を築くために
は、直接交流し、対話することが有用であることから、実効性
の高い手段である。

○

資金は、海外派遣や招へい及びそれに付随するもの等、科
学技術の国際活動を推進するために必要な事務的経費に限
定されている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

毎年150人前後の専門家等を国際会議等に派遣しており、当
初見込まれていた目標値を概ね満たしている。

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

年度当初に海外派遣や招へいを行うことを想定した会議が延
長・中止等の事情により、その部分に係る経費が不用額と
なった。今後は不用額が発生しないよう努めていく。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐
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( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

事業番号 事業名所管府省名

外国機関との調整など事前の計画が困難なものがあるが、引き続き必要な経費の検討に努め、科学技術外交の戦略的推進による重層的な協
力関係の構築に支障が生じないよう適切な執行に努める。

本事業は、政府間会合等を通じ、科学技術外交の戦略的推進による重層的な協力関係を構築することを目的とし実施されており、本事業に係る
経費は、文部科学省で直接執行しており、会計規則等を踏まえ適切に執行するよう努めている。各案件の執行にあたっては、会合の内容や会
合における派遣・招へい者の役割など、施策との関連性について精査しており、一定の成果が得られていると判断していることから、今後も本事
業を継続することが重要である。
なお、事業の性質上、外国機関との調整が必要なために事前に計画しておくことが困難なものがあることや、自国開催の場合と相手国開催の場
合では必要となる経費が異なるが、不用額をできる限り縮小できるよう必要経費について引き続き精査してまいりたい。

‐

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

外部有識者による点検対象外

毎年度不用額が一定程度生じていた要因は、開催が見込まれていた国際会議の開催延期や参加予定者の急な参加取りやめなどである。これらを
なるべく事前に察知するため、昨年度からより頻繁に（2～3か月ごとに）会議開催見込みに関する調査を行うなど、予算執行の効率化のため、より
細かな執行管理を実施しているところである。一昨年度と比較し、改善傾向にあるところ、引き続き適切な執行管理を実施していく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

執
行
等
改
善

１．事業評価の観点：この事業は科学技術協力協定に基づく合同委員会や国際機関での会合等における二国間、他国間での意見交換や発表等を
通じ、科学技術外交の戦略的推進による重層的な協力関係の構築に貢献する事業であり、予算執行の状況の観点から検証を行った。

２．所見：この事業は、政府間会合等を通じ、科学技術外交の戦略的推進による重層的な協力関係を構築することを目的とし実施されており国の事
業として必要なものである。しかしながら、令和元度決算において不用額が生じていることから、不用額が生じた要因を分析したうえで、計画的な予
算執行に努めるべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

関
連
事
業

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成31年度 文部科学省 0182

平成30年度 190

平成29年度 190

219 平成25年度 215

平成26年度 213 平成27年度 201 平成28年度 183

平成22年度 - 平成23年度 36 平成24年度

文部科学省

（101.7百万円）

科学技術協力協定に基づく合同委員会や国際機関での会合等におけ
る二国間、他国間での意見交換、専門的な議論を行うための専門家の
派遣・招へい、ワークショップ等の開催経費。

A.職員旅費

職員

35.5百万円

B.委員等旅費

委員

39.5百万円

C.非常勤職員

手当

職員

11.3百万円

D.在外研究員

旅費

職員

7.1百万円

E.庁費

会議費等

7.8百万円

F.外国人招へい

旅費

0.2百万円

G.招へい外国人

滞在費

0百万円

H.諸謝金

0.3百万円
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支出先上位１０者リスト

A.

B

チェック

職員A（9件）

職員B（7件）

職員C（4件）

職員D（2件）

職員E（3件）

職員F（7件）

職員G（1件）

職員H（2件）

職員I（1件）

職員J（1件）

出張業務 1.5 その他

委員J（1件）

委員I（2件） - 出張業務 1.3

- 出張業務 1.3 その他

委員G（5件）

委員F（2件） - 出張業務 1.6 その他

-

3.9

その他

A.職員A（9件）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

1.3

金　額
(百万円）

出張業務

使　途

職員旅費

B.委員A（4件）
金　額

(百万円）

3.1

費　目 使　途

計 3.1 計 3.9

非常勤職員手
当（職員）

非常勤職員業務 4.3
在外研究員旅
費

出張手配業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委員等旅費出張業務

費　目

C.職員A D.（株）エイチ・アイ・エス（5件）

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費・会議費
等

会場借用等 1

計 4.3 計 1.3

使　途

9

その他

その他

計

5

4

8

7

計 1

6

1

E.ホテルマネージメントインターナショナル（株）（1件） F. 個人A（1件）

費　目

10

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

-

-

2

3

法　人　番　号

-

- 3.1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

出張業務

出張業務

出張業務

出張業務

出張業務

出張業務

2 委員B（2件） - 出張業務 2.1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

委員A（4件） - 出張業務 3.9 その他

その他

委員C（4件） - 出張業務 1.8 その他

6

7

4

5

委員D（2件） - 出張業務 1.8 その他

10

8

9

委員H（3件） - 出張業務 1.4 その他

委員E（3件） - 出張業務 1.6 その他

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

3.1

2.4

2.4

1.3

1.2

1.2

1.4

その他2.1

その他

その他

その他

その他

その他

その他

出張業務

出張業務

出張業務

出張業務

1.6
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C

D

E

F

（株）フォーサイト 1010401081488 消耗品 0.1
随意契約
（少額）

有限会社ビジョンブ
リッジ（1件）

3011102030410 会議運営支援 0.6
随意契約
（少額）

ケイワイトレード（株）
（1件）

2010401009356 同時通訳機材借用 0.5
随意契約
（少額）

（株）サイマルリンガ
ル（5件）

2010001106108 翻訳業務 0.3
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ホテルマネージメント
インターナショナル
（株）（1件）

4360001012475 会場借用等 1
随意契約
（少額）

横浜グランドインター
コンチネンタルホテル
（1件）

1020001016001
大臣対話に係る昼食懇談
会

0.7
随意契約
（少額）

職員E（2件） - 出張業務 0.4 その他

サイエンスツアー
（株）（1件）

8010401010779 出張手配業務 0.4
随意契約
（少額）

職員B（3件） - 出張業務 1 その他

職員C（3件） - 出張業務 0.5 その他

（株）霞が関トラベル
（2件）

6010001013886 出張手配業務 0.5
随意契約
（少額）

（株）エイチ・アイ・エ
ス（5件）

6011101002696 出張手配業務 1.3
随意契約
（少額）

職員D - 非常勤職員業務 2.7 その他

職員B - 非常勤職員業務 4.3 その他

職員C - 非常勤職員業務 4 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

職員A - 非常勤職員業務 4.3 その他

5 職員E - 非常勤職員業務 0.4 その他

1

4

5

2

3

職員A（10件） - 出張業務 1.2 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

職員D（2件） - 出張業務 0.5 その他

10 職員G（3件） - 出張業務 0.3 その他

職員F（3件） - 出張業務 0.3 その他

1

2

5

6

3

4

（株）サイマル・イン
ターナショナル（2件）

6010001109206 通訳業務 0.7
随意契約
（少額）

日本コンベンション
サービス（株）（1件）

2010001033161 通訳業務 0.7
随意契約
（少額）

9

10

7

8

（株）アイフィス（2件） 1010001000179 贈答品 0.5
随意契約
（少額）

（株）レンタルサーク
ル合同会社（19件）

9010003025720 携帯電話借り上げ 0.3
随意契約
（少額）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人A（1件） - 外国人招聘 0.2 その他
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G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

個人C(1件） - 会議出席謝金 0 その他

個人D(1件） - 審査謝金 0 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人A(1件） - 国際会議等資料翻訳謝金 0.2 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

1 個人A（1件） - 外国人招聘滞在費 0 その他

1

4

5

2

3

個人B(1件） - 会議出席謝金 0 その他

個人E(1件） - 会議出席謝金 0 その他
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